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育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び雇用保険法の
一部を改正する法律の概要（令和３年法律第58号、令和３年６月９日公布）

出産・育児等による労働者の離職を防ぎ、希望に応じて男女ともに仕事と育児等を両立できるようにするため、子の出生直後の時
期における柔軟な育児休業の枠組みの創設、育児休業を取得しやすい雇用環境整備及び労働者に対する個別の周知・意向確認
の措置の義務付け、育児休業給付に関する所要の規定の整備等の措置を講ずる。

改正の趣旨

・２及び５：令和４年４月１日
・１、３及び６：公布日から１年６月を超えない範囲内で政令で定める日（ただし、６②については公布日から３月を超えない範囲内で政令で定める日）
・４：令和５年４月１日 等

施行期日

改正の概要

１ 男性の育児休業取得促進のための子の出生直後の時期における柔軟な育児休業の枠組みの創設 【育児・介護休業法】
子の出生後８週間以内に４週間まで取得することができる柔軟な育児休業の枠組みを創設する。
①休業の申出期限については、原則休業の２週間前までとする。 ※現行の育児休業（１か月前）よりも短縮
②分割して取得できる回数は、２回とする。
③労使協定を締結している場合に、労働者と事業主の個別合意により、事前に調整した上で休業中に就業することを可能とする。

２ 育児休業を取得しやすい雇用環境整備及び妊娠・出産の申出をした労働者に対する個別の周知・意向確認の措置の義務付け
①育児休業の申出・取得を円滑にするための雇用環境の整備に関する措置
②妊娠・出産（本人又は配偶者）の申出をした労働者に対して事業主から個別の制度周知及び休業の取得意向の確認のための措置
を講ずることを事業主に義務付ける。

３ 育児休業の分割取得
育児休業（１の休業を除く。）について、分割して２回まで取得することを可能とする。

４ 育児休業の取得の状況の公表の義務付け
常時雇用する労働者数が1,000人超の事業主に対し、育児休業の取得の状況について公表を義務付ける。

５ 有期雇用労働者の育児・介護休業取得要件の緩和
有期雇用労働者の育児休業及び介護休業の取得要件のうち「事業主に引き続き雇用された期間が１年以上である者」であることという要件を廃止
する。ただし、労使協定を締結した場合には、無期雇用労働者と同様に、事業主に引き続き雇用された期間が１年未満である労働者を対象から除外
することを可能とする。

６ 育児休業給付に関する所要の規定の整備 【雇用保険法】
①１及び３の改正を踏まえ、育児休業給付についても所要の規定を整備する。
②出産日のタイミングによって受給要件を満たさなくなるケースを解消するため、被保険者期間の計算の起算点に関する特例を設ける。
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衆議院厚生労働委員会

十五、有期雇用労働者の育児休業及び介護休業の取得要件の緩和について、労使双
方の理解不足等により対象となる有期雇用労働者の権利行使が妨げられることの
ないよう、その趣旨を周知徹底すること。また、雇用の継続のために育児休業及
び介護休業の取得を希望する有期雇用労働者が確実に取得できるよう、引き続き
更なる環境整備に努めるとともに、今回の改正後の施行状況について検証を行い、
必要な検討を行うこと。加えて、臨床研修医や専門医を目指す医師など、勤務先
を短期間で移らざるを得ない者が育児休業を取得しやすくなるよう必要な方策を
検討すること。

十五、有期雇用労働者の育児休業及び介護休業の取得要件の緩和について、労使双
方の理解不足等により対象となる有期雇用労働者の権利行使が妨げられることの
ないよう、その趣旨を周知徹底すること。また、雇用の継続のために育児休業及
び介護休業の取得を希望する有期雇用労働者が確実に取得できるよう、引き続き
更なる環境整備に努めるとともに、今回の改正後の施行状況について検証を行い、
必要な検討を行うこと。加えて、臨床研修医や専門医を目指す医師など、勤務先
を短期間で移らざるを得ない者が育児休業を取得しやすくなるよう必要な方策を
検討すること。
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附帯決議

参議院厚生労働委員会



十五、医療機関における育児休業制度の規定状況、利用状況等について調査を実施し、臨
床研修以降の研さん期間中の医師が育児休業を取得しやすくなるような方策の検討を含
め、出産・育児期の女性医師を始めとする子育て世代の医療従事者が、仕事と出産・子育
てを両立できる働きやすい環境を整備するとともに、就業の継続や復職に向けた支援策等
の充実を図ること。
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良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推進するための
医療法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議

参議院厚生労働委員会

七 出産 ・育児期の女性医師をはじめとする子育て世代の医療従事者が、仕事と、出産・
子育てを両立できる働きやすい環境を整備するとともに、就業の継続や復職に向けた支
援策等の充実を図ること 。

衆議院厚生労働委員会
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臨床研修期間における休止の扱いと現状について

〇 医師法第16条の２第１項で規定される臨床研修は、「診療に従事しようとする医師は、二年以上、都道府県知事の指定す
る病院又は外国の病院で厚生労働大臣の指定するものにおいて、臨床研修を受けなければならない」としている。

〇 「医師法第16条の２第１項に規定する臨床研修に関する省令の施行について」（平成１５年６月１２日付厚生労働省医政局

長通知）において、管理者は、研修医が研修期間の間に、以下に定める休止期間の上限を減じた日数以上の研修を実施し
なければ修了と認めてはならない旨規定されている。
（ア）休止の理由

研修休止の理由として認めるものは、傷病、妊娠、出産、育児その他正当な理由であること。
（イ）必要履修期間等についての基準

研修期間を通じた休止期間の上限は90日（研修機関（施設）において定める休日は含めない。）とすること。

各研修分野に求められている必要履修期間を満たしていない場合は、休日・夜間の当直又は選択科目の期間の利用
等により、あらかじめ定められた研修期間内に各研修分野の必要履修期間を満たすよう努めなければならないこと。

（ウ）休止期間の上限を超える場合の取扱い
研修期間終了時に当該研修医の研修休止期間が90日を超える場合には、未修了とするものであること。この場合、原

則として引き続き同一の研修プログラムで研修を行い、90日を超えた日数分以上の日数の研修を行うこと。

また、必修分野で必修履修期間を満たしていない場合も未修了として取扱い、原則として引き続き同一の研修プログラ
ムで当該研修医の研修を行い、不足する期間以上の期間の研修や必要な診療科における研修を行うこと。

臨床研修における休止の扱いについて

○ 令和３年３月時点で未修了の扱いとなっている者は78名であり、うち32名が出産・育児を未修了の理由としている。

〇 令和３年４月時点での研修再開者は78名であり、うち13名が出産・育児を休止時の理由としている。

（厚生労働省医政局医事課調べ）

臨床研修における未修了及び休止の理由について
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妊娠・出産・育児と臨床研修の両立に向けた取組について

〇 臨床研修医は通常２年間の有期雇用労働者である。今回の育児・介護休業法の改正により、有期雇用労働者の育児休業
の取得要件の一つである「事業主に引き続き雇用された期間が１年以上である者」が廃止されることで、臨床研修医につい
ても、育児休業の取得要件が緩和される。
併せて、臨床研修病院においては、育児休業の取得を希望する臨床研修医が確実に取得できるよう制度の周知を図るこ

とが必要となる。国においても、臨床研修の関係者に対し、制度の周知を図ることが必要ではないか。

臨床研修医の育児休業について

○ 今回の育児・介護休業法改正及び附帯決議並びに「良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推進するため
の医療法等の一部を改正する法律」の附帯決議の趣旨を踏まえ、臨床研修医が、妊娠・出産・育児と臨床研修の両立を図る
ことができるような方策を検討してはどうか。

（方策の例）
①臨床研修病院が、妊娠・出産・育児と臨床研修の両立に向けた取組（※）の内容について、研修プログラムに記載すると
ともに、ホームページ等で公表することを推進する。

②臨床研修病院の指定に当たり、妊娠・出産・育児と臨床研修の両立に向けた取組（※）を行っていることを考慮する。

③都道府県において、各病院における妊娠・出産・育児と臨床研修の両立に向けた取組（※）を評価し、優れた取組を行っ
ている臨床研修病院については、募集定員の設定の際に考慮することを推奨する。

※妊娠・出産・育児と臨床研修の両立に向けた取組の例
研修医がライフイベントについて相談できる窓口の設置、妊娠中の体調不良時に休憩できる場所やスペースの確保、
研修医の子どもが使用できる院内保育園・病児保育室の設置、一時保育利用時・ベビーシッター利用時の補助

妊娠・出産・育児と臨床研修の両立を図るための方策について
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育児休業、
又はそれに準ずる措置

妊娠
判明

産前
６週間

出産
（予定）日

産後
８週間

１歳 １歳
６ヶ月

３歳 就学

所定労働時間の短縮措置等
【原則】短時間勤務制度（１日の所定労働時間が６時間以下）

〈短時間勤務制度を講じることが困難と認められる業務の代替措置〉
・育児休業に関する制度に準じる措置
・フレックスタイムの制度
・始業又は終業時間を繰り上げ、繰り下げる制度（時差出勤）
・保育施設の設置運営、その他これに準ずる便宜の供与

所定外労働の制限
・労働者の請求で、所定労働時間を超える労働を禁止
・１回につき、１月以上１年以内の期間で、何回も請求できる

時間外労働・深夜業の制限
・労働者の請求で、制限時間（１ヶ月２４時間、１年１５０時間）を超える労働を禁止
・時間外労働の制限は、１回につき１月以上１年以内の期間で、何回でも請求できる
・労働者の請求で、午後１０時から午前５時における労働を禁止
・深夜業の制限は、１回につき１月以上６月以内の期間で、何回でも請求できる

子の看護休暇
・病気・けがをした子の看護、予防接種・健康診断を受けさせるために、取得できる
・子供１人の場合年に５日、２人以上の場合年に１０日が付与される（時間単位で利用可）

妊娠・出産・育児期の両立支援制度

軽易業務への転換

産前休業

坑内業務・危険有害業務の就業制限坑内業務・危険有害業務就業制限

妊産婦の時間外・休日労働・
深夜業の制限

妊産婦の時間外・休日労働・
深夜業の制限

男性は子の出生
日（又は予定日）
から取得可能

始業時刻の変更等、又はそれに準ずる措置

所定労働時間
の短縮、又はそ
れに準ずる措

置

所定外労働の
制限、又はそれ
に準ずる措置

：労基法上の制度

：育介法上の制度

：育介法上の努力義務

育児時間
（１日２回 各３０分以上）

産後休業

育児休業
（一定の場合、最長２歳まで取得可）

２歳

育児目的休暇



育児・介護休業法の概要（仕事と育児の両立支援制度に限る）

 子が１歳（保育所に入所できないなど、一定の場合は、最長２歳）に達するまでの育児休業の権利を保障
 父母ともに育児休業を取得する場合は、子が１歳２か月に達するまでの間の１年間【パパ・ママ育休プラス】
 父親が出産後８週間以内に育児休業を取得した場合、再度の育児休業の取得が可能

育児休業 ※賃金の支払義務なし。※育児休業給付金（賃金の67％又は50％）あり。

 小学校就学前の子を養育する場合に年５日（２人以上であれば年１０日）を限度として取得できる（１日又は時間単位）

子の看護休暇 ※賃金の支払義務なし。

 ３歳に達するまでの子を養育する労働者が請求した場合、所定外労働を制限
 小学校就学前までの子を養育する労働者が請求した場合、月24時間、年150時間を超える時間外労働を制限
 小学校就学前までの子を養育する労働者が請求した場合、深夜業（午後１０時から午前５時まで）を制限

所定外労働・時間外労働・深夜業の制限

 ３歳に達するまでの子を養育する労働者について、短時間勤務の措置（１日原則６時間）を義務づけ

短時間勤務の措置等

 事業主が、育児休業等を取得したこと等を理由として解雇その他の不利益取扱いをすることを禁止
 事業主に、上司・同僚等からの育児休業等に関するハラスメントの防止措置を講じることを義務付け

不利益取扱いの禁止等

 苦情処理・紛争解決援助、調停
 勧告に従わない事業所名の公表

実効性の確保

※ 有期契約労働者は、下記の要件を満たせば取得可能
① 同一の事業主に引き続き１年以上雇用
② 子が１歳６か月（２歳まで休業の場合は２歳）に達するまでに、労働契約（更新される場合には、更新後の契約）の期間が満了することが明らかでないこと

※育児・介護休業法の規定は最低基準であり、事業主が法を上回る措置をとることは可能

令和３年１月１日時点


